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The study carried out the collection of environmental performance information by CASBEE, and 
understood the actual situation of the environmental performance of buildings in detail chronologically and 
spatially. In addition, spatial autocorrelation analysis was identified to construction area of green buildings.  
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１． 序論 
近年、地球規模での環境問題が深刻化しており、現在
の化石エネルギーに依存した社会から逸脱し、低炭素社
会を創出することが求められている。しかし、従来から
我が国におけるエネルギー消費量の 30％以上を占めて
いる住宅・建築物によるエネルギー消費量は、産業・運
輸などの他部門と比較して増加傾向にあるのが実情であ
る。これらを受けて、低炭素社会の実現のために大きな
役割を担っている住宅・建設分野において、より一層の
環境配慮に対する取り組みを推進していく必要がある。 
この取り組みを推進する上で、日本や欧米諸国にはそ
れぞれ、BREEAM・LEED・CASBEE といった建築物の
環境性能を総合的に評価し、その結果を誰もが理解しや
すいように「見える化」する評価システムが開発されて
いる。欧米諸国ではこのシステムを建築物の建築や売買
などの不動産取引に活用している。また、よりハイグレ
ードなオフィスではその分賃料が上がるなどの実態調査
が行われており、より環境に配慮した建築物を普及させ
る取り組みが施されている。しかしながら、日本では特
定自治体における評価システムの活用は見受けられるが、
欧米のように広く周知され活用されているとは言い難い。 
そこで本研究では、全国の CASBEEによる性能評価情
報の収集を行い、建築物の環境性能の実態を詳細に把握
する。また、これまで評価された建築物を地図上に可視
化し、空間的な特徴を把握する。これらにより、今後の
開発物件における重点評価項目や開発エリアの提案など、
建築物の環境性能向上の一助となることを目的とする。 
２． 建築環境データベースの構築 
本研究では、全国 24 の自治体に公表されている
CASBEEによる建築物環境計画書に着目をし、日本にお
ける環境配慮建築物の普及実態を把握するために評価結
果の収集を行った。評価結果は各自治体の HP 上に公表
されており、2015年 12月末時点の収集状況は 13,568件
となっている。また、収集した項目は、建物名称、建設
地住所、建物用途、建築主、設計者、敷地面積、延床面
積、竣工年、各スコア（BEE値、Q、L、SQ、SLR、Q1、
Q2、Q3、LR1、LR2、LR3）、使用したソフトの全 20項
目である。また、本研究では地理情報システムを用いた
地理空間分析を行うため、収集した建設地住所をもとに
緯度経度情報への変換を行った。図 1に各自治体におけ
る CASBEE評価結果の届出状況を示す。名古屋市、横浜
市、静岡県、大阪市、大阪府では既に 1,000 件を超える
届出件数となっている。 
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図 1 全国 24自治体の CASBEE評価結果の届出状況 
３． 全国 24自治体における環境性能の実態調査 
（１）BEEチャートによる総合的な特徴の把握 
全評価結果の傾向を把握するために、図 2に縦軸を Q
のスコア、横軸を Lのスコアとしてプロットした結果を
示す。多くの自治体が講じている活用方策の多くがその
条件としてCASBEE評価がB＋以上またはA以上と設定
している。BEEチャートの BEE値 1.0や 1.5のライン上
付近特に密集していることから、この活用方策の条件を
クリアしようと建築主や設計者等が取り組みレベルを恣
意的に向上させようとしていることが考えられる。少な
からず、各自治体が講じている活用方策には環境性能を
向上させる効果があることが示唆された。 
 
（２）環境性能 BEE・Q・Lの経年変化 
CASBEEで評価される BEE、Q、Lの経年変化を明らか
にするために、届出年度ごとに平均化した結果を図 3に
示す。各年度の平均 BEE値は一部年度に下降傾向が見ら
れるが、平成 24年度までは上昇傾向にあったことが確認
された。Q のスコアに関しては、大きな経年変化は見ら
れないが、L のスコアに関しては、年々スコアが下降傾
向にあり、L 側への環境配慮に対する意識向上や技術発
展がなされていることが推察される。BEE値向上には L
のスコアの向上が影響していることが明らかになった。 
 
（３）環境性能 BEE・Q・Lの建物規模別変化 
 CASBEEによる建築物の環境性能評価は一定規模以上
の建築物の場合に届出が義務化されている。現在、大半
の自治体では延床面積 2,000m2以上が届出対象建築物で
あったが、届出制度導入当初は延床面積 5,000m2以上が
届出対象建築物であった。そこで、これらの基準で区分
し延床面積別での環境性能の実態を把握する。 
 図 4 に延床面積を 2,000m2～4,999m2（第一区分）、
5,000m2～9,999m2（第二区分）、10,000m2 以上（第三区
分）の 3区分として BEE値・Q・Lを平均化した結果を
示す。BEE値に着目すると、建物規模が大きくなるほど、
平均 BEE値は上昇することが明らかになった。第一区分
では平均 BEE 値が 1.09 であるのに対し、第三区分では
1.53となり、第三区分に属する多くの建築物が Aランク
に達するほどの環境配慮に対する取り組みが施されてい
る。図 5、図 6 には各評価項目の延床面積別変化を示し
ており、どの項目が建物規模の変化と比例して向上して
いるかが確認できる。Q側のスコアでは、特に Q3（室外
環境）の取り組みレベルが向上し、L 側のスコアでは、
特に LR3（敷地外環境）の取り組みレベルが向上してい
ることが明らかになった。大規模プロジェクトほど周辺
環境に影響を与えることに敏感となり、Q3 や LR3 への
取り組みに積極的になっていることが推察される。しか
し、第一区分に属する多くの建築物では高いレベルで取
り組むことが出来ていない状況のため、今後の開発物件
において十分な取り組みを施すことが課題である。 
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図 2 CASBEE全評価結果の BEEチャート 
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図 3 BEE値・Q・Lの経年変化 
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図 4 BEE値・Q・Lの延床面積別変化 
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図 5 Q側のスコアの延床面積別変化 
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図 6 L側のスコアの延床面積別変化 
（４）各評価項目のスコアが環境性能に与える影響 
 各建物用途の環境性能に与える影響度の地域差を
明らかにするため、時系列要素は考慮せず、地域要素
である自治体別の分析を行った。図 7～10に各建物用
途における重回帰分析の結果を示す。各図の上段は標
準偏回帰係数（以下、影響度）、下段は実際の平均得
点および標準偏差を表している。 
①集合住宅（図 7） 
 Q 側のスコアに関しては、Q2（愛知県）を除いて
大きな地域間のばらつきは確認されなかった。特に、
Q2 は愛知県以外総じて影響度が最も小さく、かつ平
均値に大きな差が見受けられないため、どの自治体に
おいても同様の水準であることが示唆された。 
 L側のスコアに関しては、Q側のスコアと比較する
と地域間にばらつきがあることが確認された。特に、
LR1は総じて影響度が大きいが、兵庫県と愛知県では
影響度に 0.34 の差が確認された。愛知県と比較して
兵庫県は、LR1 の取組みレベルをより高めることで
BEE値上昇に大きく寄与することが示唆された。 
②工場（図 8） 
 集合住宅とは異なり、Q3 の影響度が相対的に大き
い結果となった。これは、集合住宅の場合、多くの建
物が一定水準を保っているのに対して、工場の場合、
建物間での取組みレベルにばらつきが大きいことを
表している。 
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図 7 自治体別評価項目ごとの 
標準偏回帰係数と平均値（集合住宅） 
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図 9 自治体別評価項目ごとの 
標準偏回帰係数と平均値（病院） 
また Q1を除いたその他の評価項目の影響度におい
て、Q2の横浜市と大阪市で 0.35の差が確認されるな
ど地域間のばらつきが大きく、各自治体においてBEE
値上昇に寄与する評価項目が異なることが明らかと
なった。 
③病院（図 9） 
 病院の BEE 値に影響する因子に関しては、影響度
の比較的に大きい特徴的な項目は算出されなかった。
しかし、神戸市では Q2、名古屋市、横浜市、愛知県
では Q3が最も影響度が大きいなど、工場と同様に各
自治体において BEE 値上昇に寄与する評価項目が異
なることが明らかとなった。 
④学校（図 10） 
 相対的に LR1 の影響度が大きい結果となり、京都
市、神戸市、埼玉県、静岡県、愛知県に着目すると、
平均得点に大きな差がないにもかかわらず、影響度に
は最大で 0.16の差が生じている。さらに、Q3を除い
たその他の評価項目に着目すると、自治体間での平均
得点の大きなばらつきは見受けられないが、影響度に
はばらつきが確認され、Q3、LR1 を除いた項目にお
いても、影響度に地域差があることが示唆された。 
 
上記より、各建物用途には環境性能に与える評価項
目の影響度に地域差があるということが示唆された。 
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図 8 自治体別評価項目ごとの 
標準偏回帰係数と平均値（工場） 
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図 10 自治体別評価項目ごとの 
標準偏回帰係数と平均値（学校） 
４． BEEの地域特性に関する空間的自己相関分析 
（１）空間的自己相関分析の概要 
空間的自己相関は、距離の近いデータが似たような
傾向を示す「正の空間的自己相関」と、距離の近いデ
ータが非常に異なった値を示す「負の空間的自己相関」、
そしてこれのどちらにも属さない、つまり空間の分布
に秩序がない「空間的自己相関がないランダムな分
布」に大別される。そして、空間的自己相関の度合い
や有無に関する定量的・統計的評価をするために、大
域的空間的自己相関検定統計量（GISA: Global Indicators 
of Spatial Association）や居所的空間的自己相関検定統計
量（LISA: Local Indicators of Spatial Association）による
評価手法を用いる。本研究では、環境性能が高い建築
物が局所的に多くなる地域を特定することが目的であ
るため、後者の LISAの代表的な統計量である Gi*統計
量を用いた。 
Gi*統計量を用いた空間的自己相関分析とは、計算対
象データとその近傍データの Gi*統計量を算出し、その
値の大小により、ホットスポット（計算対象データの
値が大きく、その近傍データの値も大きい）とコール
ドスポット（計算対象データの値が小さく、その近傍
データの値も小さい）を特定する手法である。本分析
では、有意水準を 5％とし、計算対象データがホット
スポットでもコールドスポットでもないという帰無仮
説のもと、各自治体における集合住宅の環境性能 BEE
や各評価項目の Gi*統計量を算出した。算出される Gi*
統計量は Z スコアとして算出されるため、Z スコア≧
＋1.96または≦―1.96の場合、帰無仮説は棄却される。
そして、計算対象データが Zスコア≧＋1.96 の場合、
有意（p＜0.05）なホットスポット、Z スコア≦－1.96
の場合、有意（p＜0.05）なコールドスポットとして解
釈される。最終的にこの Z スコアの値を地図上に可視
化することでどの地域がホットスポットまたはコール
ドスポットとなっているかを視覚的に認識しやすくす
る。 
（２）Gi*統計量による空間的自己相関分析の結果 
①BEE・Q・Lの空間的自己相関分析 
本研究では集合住宅を分析対象としたが、本稿の紙
面の都合上、名古屋市の集合住宅の結果を掲載する。
図 11、図 13、図 15 に、属性値 BEE 値、Q のスコア、
L のスコアとして表示したものを示し、図 12、図 14、
図 16に、属性値 BEE値、Qのスコア、Lのスコアとし
た空間的自己相関分析の結果を示す。 
属性値を BEE値とした分析の結果、ホットスポット
とコールドスポットが千種区および昭和区の西部周辺
を軸に大きく二分するように現れた。名古屋市東部（主
に千種区、昭和区、天白区、名東区、緑区）エリアが
有意なホットスポットとなり、このエリアに BEE値が
高い集合住宅が、他のエリアと比べて多く建設されて
いる傾向があることが明らかになった。また、名古屋
市中央部（主に中区、東区）エリアが有意なコールド
スポットとなり、このエリアに BEE値が低い集合住宅
が、他のエリアと比べて多く建設されている傾向があ
ることが明らかになった。このようにホットスポット
とコールドスポットが二分されている背景には何らか
の地理的要因があることが考えられる。 
属性値を Qのスコアとした分析の結果、ホットスポ
ットとコールドスポットが現れたエリアは、属性値を
BEE 値とした結果と酷似した結果が得られた。名古屋
市中央部は主要駅である名古屋駅があることも影響し、
その他のエリアに比べてオフィスビルが立ち並ぶなど
名古屋市としての中心都市としての機能を持っている。
そのため、十分な敷地を確保出来ないことから Q3など
への配慮が十分に施されず、Q のスコアのコールドス
ポットになっていることが考えられる。一方、名古屋
市東部は名古屋市中央部と比べて中低層建築が立ち並
び、住宅街としても開発が進められている。そのため、
居住者の住環境に直結する Qのスコアへの配慮が十分
に施されていることが考えられる。 
属性値を L のスコアとした分析の結果、若干のエリ
アの縮小が見られるが、ホットスポットとコールドス
ポットが現れたエリアは、属性値を BEE値とした結果
と酷似した結果が得られた。L のスコアを構成する
LR1・LR2・LR3において、特に周辺環境への配慮など
の項目がある LR3に関しては地域差が大きいことが考
えられ、このような結果が得られたと考えられる。 
 
②各評価項目の空間的自己相関分析 
 図 17、図 19、図 21、図 23、図 25、図 27に、各評価
項目として表示したものを示し、図 18、図 20、図 22、
図 24、図 26、図 28に、属性値を各評価項目とした空間
的自己相関分析の結果を示す。 
 属性値を Q1とした分析の結果、ホットスポットに関
しては一部エリアに点在しているが、コールドスポット
に関しては、BEE・Qのスコアでもコールドスポットで
あった名古屋市中央部（中区、東区）に現れた。Q1の
スコアを表示した図 5-3-27を見ても、Q1のスコアはど
の集合住宅も高い取り組みレベルであることがわかり、
そのためホットスポットとなるエリアは現れないと考え
られる。 
 属性値を Q2とした分析の結果、中村区から名東区に
かけて一線上にホットスポットおよびコールドスポット
が現れた。これは地下鉄東山線および国道 60号線と同
様の軌道を描いている。 
 属性値を Q3 とした分析の結果、ホットスポットとコ
ールドスポットが現れたエリアは、属性値を BEE値とし
た結果と酷似した結果が得られた。名古屋市東部（主に
千種区、昭和区、天白区）エリアに有意なホットスポッ
トとなり、Q3の配慮が十分施されているエリアであるこ
とが明らかになった。また、名古屋市中央部（主に中区、
東区）エリアは有意なコールドスポットとなり、Q3の配
慮が十分施されていないエリアであることが明らかにな
った。 
 属性値を LR1とした分析の結果、Q1と同様に、ホッ
トスポットに関しては一部エリアに点在しているが、コ
ールドスポットに関しては、BEE・Qのスコアでもコー
ルドスポットであった名古屋市中央部（中区、東区）に
現れた。 
 属性値を LR2とした分析の結果、ホットスポットは依
然として一部エリアに点在しているが、コールドスポッ
トに関しては、他の評価項目と異なり特定エリアではな
く、ホットスポットと同様に一部エリアに点在している。 
 属性値を LR3 とした分析の結果、Q3 の結果ほどでは
ないが、ホットスポットとコールドスポットが現れたエ
リアは、属性値を BEE値とした結果と酷似した結果が得
られた。名古屋市東部（主に千種区、昭和区）エリアに
有意なホットスポットとなり、Q3の配慮が十分施されて
いるエリアであることが明らかになった。また、名古屋
市中央部（主に中区、東区）エリアは有意なコールドス
ポットとなり、Q3の配慮が十分施されていないエリアで
あることが明らかになった。 
 
５． 結論 
 地球環境の保全のためにも、低炭素社会の実現は必要
不可欠である。低炭素社会の実現のために、大きな役割
を担っている住宅・建設分野において、より一層の環境
に配慮した取り組みを推進していかなければいけない。
日本や欧米諸国において開発・普及が進められている建
築物の環境性能評価システムにより、様々なステークホ
ルダーに対して環境に配慮した建築物に対する意識が向
上し、普及の一途を辿っている。しかし、現状の地球環
境や住宅・建設部門のエネルギー消費量を見ても、より
一層の普及促進の働きかけを行う必要があり、そのため
にも現状の建築物の環境性能の実態を把握する必要があ
る。 
 そこで本研究では、国内における CASBEEによる建築
環境計画書制度に着目をし、これらの基本データベース
を構築し、これをもとに建築物の環境性能の実態把握を
試みた。 
 
1） 縦軸を Q、横軸を Lとした BEEチャートに全国に届
け出されている CASBEE 評価結果をプロットするこ
とで、これまでの CASBEE 認証物件の Q・L の分布
を確認した。全体の分布傾向を確認すると、各ランク
の境界付近に多く分布しており、建築主や設計者など
が恣意的に評価を向上させていることが考えられる。 
2） 2004年に全国で初めて名古屋市が CASBEEによる建
築環境計画書制度を導入以降、12年が経過しており、
各年度でどのような経年変化が起こっているかを確
認するために、各年度で BEE値・Q・Lを平均化し比
較分析を行った。全評価結果の分析では、2012 年に
かけて年々平均 BEE 値が上昇している傾向が明らか
になった。また、Q・Lのスコアを見ると、Qの場合
常に一定した取り組みレベルであるのに対して、Lの
場合年々平均スコアが下降傾向にあり、取り組みレベ
ルが向上していることが明らかになった。 
3） 建築環境計画書制度には一定規模以上の建築物に対
して計画書の届出義務を課している。当初は延床面積
5,000m2以上が対象であったが、現在は一部を除いて
2,000m2以上となっている。そこでこれらを閾値とし
て、建物規模別による分析を行った。2,000m2以上、
5,000m2以上、10,000m2以上の 3郡に分け、それぞ
れの BEE値、Q・Lのスコアの平均化を行った。全
評価結果の分析した結果、建物規模が大きくなるほど、
それに比例して BEE値、Q・Lのスコアが向上する
傾向にあることが明らかになった。 
4) 上記の分析から、建物用途によって各評価項目の重点
される項目が異なることが明らかになった。そこで、
実際に各評価項目のスコアがBEE値にどの程度影響
を及ぼしているかを定量的に明らかにするために重
回帰分析を行った。自治体別に行った結果、自治体間
でも標準偏回帰係数（影響度）の大きさは異なる結果
が得られ、建物用途別・自治体別において重点される
評価項目に違いがあることが明らかになった。 
 
また、地理情報システムを用いて、CASBEEによる建
築物の評価結果を地図上に可視化し、地理空間分析を行
うことで建築物の環境性能の地域特性や地域差を明らか
にした。 
5) 各自治体においてそれぞれ分析を行った結果、それぞ
れの自治体に環境性能が高い集合住宅が多く建設さ
れているエリアや環境性能が低い集合住宅が多く建
設されているエリアの特定ができた。この結果を受け
て、さらに詳細な地域特性を把握するために、各評価
項目の空間的自己相関分析を行い、各自治体における
各評価項目の重点エリアを特定した。 
 
 本研究のように全国における CASBEE評価結果の実
態を時系列的、空間的に把握を試みた事例はなく、得ら
れた知見は今後の各自治体における不動産開発において
の一つの参考資料となり得る。また、得られた知見のう
ちネガティブな要素（例えば、平均 BEE値が下降傾向
にあるなど）もいくつかあり、それらに関しては、地球
環境の保全やエネルギー消費量削減の観点から、早急に
対策を講じる必要がある。本研究では地理情報システム
を用いた詳細な環境性能の地域特性の特定には至らなか
った。また、更なる環境に配慮した（例えば、CASBEE 
Aランク以上など）建築物の普及促進のためにも、環境
付加価値の定量化や CASBEE認証物件のユーザーに対
するアンケート調査を行うことを今後の課題とする。 
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図 11 名古屋市の集合住宅における BEE値の可視化 
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図 13 名古屋市の集合住宅における Qの可視化 
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図 15 名古屋市の集合住宅における Lの可視化 
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図 12 名古屋市の集合住宅における BEE値の 
空間的自己相関分析 
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図 14 名古屋市の集合住宅における Qの 
空間的自己相関分析 
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図 16 名古屋市の集合住宅における Lの 
空間的自己相関分析 
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図 17 名古屋市の集合住宅における Q1の可視化 
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図 19 名古屋市の集合住宅における Q2の可視化 
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図 21 名古屋市の集合住宅における Q3の可視化 
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図 18 名古屋市の集合住宅における Q1の 
空間的自己相関分析
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図 20 名古屋市の集合住宅における Q2の 
空間的自己相関分析
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図 22 名古屋市の集合住宅における Q3の 
空間的自己相関分析 
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図 23 名古屋市の集合住宅における LR1の可視化 
 
3.4 ～ 4.0
3.2 ～ 3.4
3.0 ～ 3.2
2.8 ～ 3.0
2.4 ～ 2.8
LR2
千種区
中川区
港区
中村区
西区
北区
守山区
東区
名東区
天白区
緑区
南区
熱田区
瑞穂区
昭和区
中区
 
 
図 25 名古屋市の集合住宅における LR2の可視化 
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図 27 名古屋市の集合住宅における LR3の可視化 
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図 24 名古屋市の集合住宅における LR1の 
空間的自己相関分析
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図 26 名古屋市の集合住宅における LR2の 
空間的自己相関分析
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図 28 名古屋市の集合住宅における LR3の 
空間的自己相関分析 
